
エグゼクティブ・サマリー
経済協力開発機構（OECD）は、2014年10月31日、税源浸食と利益移転（BEPS： Base Erosion 
and Profit Shifting）に対する行動計画に基づく恒久的施設（PE）認定の人為的回避に関する
行動7に関連して、ディスカッション・ドラフトを公表しました。「BEPS行動7： PE認定の人為的回避 
の防止」と題された文書（以下、「本ディスカッション・ドラフト」）は、PE認定の人為的回避の可能
性についてOECDの懸念を呼んでいる納税者によって締結されたアレンジメントに対処するた
めに、14の選択肢（オプション）を提案しています。これらの選択肢は、全体的にPE認定のハード
ルを引き下げるとともに、OECDモデル租税条約第5条及び関連するコメンタリーが定めている
PE認定の除外規定を厳格化しています。具体的には、コミッショネア・アレンジメントや類似のア
レンジメントに関連するPE基準に対処する選択肢、PE認定における「準備的及び補助的」活動に 
係る除外規定を変更する選択肢、そして保険に関するPEの定義に対処する選択肢が示されてい
ます。
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詳細な議論
行動7に基づく2014年10月31日付の本ディスカッション・ドラ
フトは、企業がPEの発生を人為的に回避するものとみなされ
るアレンジメントを締結する可能性に対するOECDの懸念に焦
点を当てており、OECDモデル租税条約第5条に基づいて、こ
れらの懸念に対処するための代替的な選択肢を提案していま
す。本ディスカッション・ドラフトは、その見解及び選択肢につい
て、OECDの租税委員会又はその補助機関の合意見解を示す
ものではなく、OECDから2015年9月を期限とする行動7に関
する最終提言が公表される前に、関係者が提案に対してコメン
トする機会を提供することを目的としていると述べています。
コメントは、2015年1月9日までにOECDに書面で提出しなけ
ればなりません。OECDは、本ディスカッション・ドラフトとOECD
に寄せられたコメントについて、2015年1月21日にパブリック・
コンサルテーションを開催する意向を示しています。

本ディスカッション・ドラフトに取り上げられている選択肢につい
て、以下に要約します。

コミッショネア・アレンジメント及び 
類似のアレンジメント
本ディスカッション・ドラフトは、コミッショネア・スキームや類似
のアレンジメントを伴うBEPS戦略とみなされるものに対処す
るためには、OECDモデル租税条約第5条の第5項と第6項に
おける従属代理人と独立代理人に係る規定の文言を変更しな
ければならないとの見解を示しています。本ディスカッション・ 
ドラフトは、コミッショネア・アレンジメントについて、「ある者が
ある国において、外国企業が所有者である製品を自己の名をも
って、その外国企業のために販売する契約形態」と説明してい
ます。OECDモデル租税条約第5条（5）の現在の文言は、外国
企業に代わって活動している者が当該企業のPEとみなされる
ためには、「当該外国企業の名義で契約を締結する権限」を有
していなければならないとしています。このフレーズの解釈は
近年、数カ国で訴訟の対象となっており、いくつかの裁判所が、 
コミッショネアは、外国企業を法的に拘束していないため、当該
企業の名義で契約を締結していなかったとの判決を下してい
ます。

全般的に、本ディスカッション・ドラフトは、仲介者がある国にお
いて、外国企業による定期的な物品又はサービスの提供が生じ
ることを意図した活動を実施する場合には、仲介者が独立した
事業の過程においてそれらの活動を実施している場合を除き、
その外国企業は当該国において十分な課税上のネクサス（結
びつき）を持っているとみなされるべきであるという見解を表
明しています。

この点に関して、本ディスカッション・ドラフトには、現在OECDに
よって検討されているOECDモデル租税条約第5条の第5項と
第6項の文言を改訂するための4つの代替的な選択肢（選択肢
A-D）が含まれています。

第5条（5）に基づく現行の要求と同様、4つの選択肢は、いずれ
も、ある者が外国企業の代理として活動しており、当該企業の
ために特定の活動を実施していなければならないとしていま
す。しかし、各選択肢は、第5条（6）の独立性要件を修正し、あ
る者が専ら、又はほぼ専ら、一つの企業又は関連企業の代理と
して活動している場合、これらの企業に関して第6項の意味す
る独立代理人とはみなされないと定めています。本ディスカッ 
ション・ドラフトによると、この新たな第6項の文言において使わ
れている「関連企業」という概念は、OECDモデル租税条約の第
9条において用いられている概念を反映することを意図してい
ます。したがって、ある企業が別の企業の経営、支配もしくは資
本に直接的・間接的に参加している場合、又は同一の者が2つの
企業の経営、支配もしくは資本に直接的・間接的に参加している
場合、その企業は、他方の企業と関連しているとみなされます。

選択肢AとBの下では、仲介者が外国企業による財産又はサー
ビスの提供につながる契約の締結に関与している特定の状況
において、恒久的施設が存在するとみなされることがあります。
重要な点として、選択肢AとBとの違いは、契約への仲介者の関
与の細部に関係しています。選択肢Aは、外国企業の名義での
契約、又は外国企業による財産もしくはサービスの提供のため
の契約の締結につながるような、特定の者との経常的（反復的）
な関与を要求しています。一方、選択肢Bは、外国企業の名義で
の契約、又は外国企業による財産もしくはサービスの提供のた
めの契約の経常的な締結か、そのような契約の重要な要素の
交渉のいずれか一方を要求しています。

選択肢CとDは、仲介者と外国企業との法律上の関係に焦点を
当てており、当該規定の文言と目的を変更して、「企業の計算と
リスク負担で行われる契約」（選択肢A及びBのように「外国企
業の名義での契約」、又は「企業による財産もしくはサービスの
提供のための契約」ではなく）に適用されるようになっていま
す。選択肢Cは、企業の計算とリスク負担による契約の締結に
つながるような、特定の者との経常的な関与に言及することに
よって仲介者の活動を説明しているのに対し、選択肢Dは、仲介
者の活動を、企業の計算とリスク負担による契約の経常的な締
結、又はそのような契約の重要な要素の交渉として説明してい
ます。PEが存在するとみなされるためには、仲介者の活動が契
約の締結につながる（関与している）ことが要求されている選
択肢A及びCとは対照的に、選択肢B及びDでは、仲介者が経常
的に契約を締結している、又は契約の重要な要素を交渉してい
ることが必要とされます。
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特定の活動に関する除外規定
本ディスカッション・ドラフトでは、PE閾値の人為的な回避につ
ながる可能性があるとみなされる第5条（4）のさまざまな要素
が検証されています。本ディスカッション・ドラフトのセクションB
に示されている4つの選択肢は、準備的活動又は補助的活動を
PE認定から除外しているOECDモデル租税条約第5条（4）を変
更する内容となっています。

本ディスカッション・ドラフトにおいて検討されている最初の問
題点は、第4項で特定されている全ての活動区分について、第
5条（4）に基づくPE除外規定を適用可能とするためには、同項
で引用されている活動が「準備的又は補助的な」性質でなけれ
ばならないことを明示的な条件とすべきかどうかということで
す。PEの定義の明確化に関するOECDの2011年及び2012年
10月のディスカッション・ドラフトは、第5条に関するコメンタリ
ーを変更して、同項に列挙されている活動の一つが、事業を行
う一定の場所で実施されている唯一の活動である場合、第5条
（4）が自動的に適用されることを明確にするよう提案していま
した。しかし、本ディスカッション・ドラフトは、一部の代表者から、
そのような解釈が彼らの考える第5条（4）の本来の目的（すな
わち、準備的活動又は補助的活動のみを対象とすること）を反
映しているかどうかについて疑問が投げかけられたと述べてい
ます。

本ディスカッション・ドラフトには、最初のアプローチ（選択肢E）
のほか、選択肢Eが採用されなかった場合に検討すべき3つの
代替的なアプローチが含まれています。選択肢Eでは、第5条
（4）を修正して、同項に列挙されている全ての活動について、
準備的又は補助的であることを条件としています。言い方を変
えると、第5条（4）において取り上げられている活動は、そのよ
うな活動が準備的又は補助的なものである場合に限り、PE認
定から除外されます。選択肢Eが採用されなかった場合のため
に、本ディスカッション・ドラフトは、他の選択肢として以下の3つ
を提案しています。

第5条（4）（a）及び（b）における「引渡し」への言及の削除

本ディスカッション・ドラフトは、第5条（4）（a）及び（b）に含ま
れている「引渡し（delivery）」という語について懸念を表明し
ています。本ディスカッション・ドラフトはまた、PE認定の除外
規定において「引渡し」という語を使用していない国連モデル
条約に言及しています。そして、国連モデル条約において「引
渡し」という語が使われていないことについて、一部の関係者
は、OECDモデル租税条約からの重要な離脱であり、迅速な引
渡しのための商品の在庫は製品の販売を促進し、ひいてはホス
ト国における所得の稼得を容易にしているとの見解を反映し
ているとみなしていると説明しています。本ディスカッション・ 
ドラフトは、選択肢Eにおいて提案されているように「準備的又
は補助的」という全体的条件を追加することにより、「引渡し」と
いう語に関して認識されている全ての問題に対処できると述べ

ています。その一方で、代替案として挙げられている選択肢Fは、
「引渡し」という語を削除しています（すなわち、OECDモデル
租税条約第5条（4）に基づくPE認定の除外規定から引渡活動
を排除します）。たとえば、この選択肢では、A国の居住者である
企業が、自社の所有する物品又は商品の引渡しのためにB国の
施設を利用している場合、B国にPEが生じることになります。し
かし、本ディスカッション・ドラフトは、国連モデル条約のコメンタ
リーにおいて、引渡活動がPEを生じさせるものとして扱われる
と、そのようなPEへの所得の帰属に関連して問題が発生し、長
引く訴訟の原因となるとともに、条約の適用に不一致をもたら
す可能性があると指摘されていることに言及しています。

購入に関する除外規定の削除

第5条（4）の（d）号に基づく購入に係る除外規定に関して、本デ
ィスカッション・ドラフトは、OECD承認アプローチ（AOA）に基づ
きOECDモデル租税条約第7条に加えられた変更について考
察しています。変更の結果、利益の帰属と購入活動に関連する
規定が削除されました。これらの変更を踏まえて、本ディスカッ 
ション・ドラフトは、第5条（4）に基づく購入の除外が引き続き正
当化されるかどうかを問うています。本ディスカッション・ドラフ
トは、選択肢Eに説明されているように、第5条（4）に列挙され
ている全ての活動に「準備的又は付随的」という条件を追加す
ることにより、購入活動の除外に関する問題は解決されると提
案しています。しかし、選択肢Eのアプローチが採用されなかっ
た場合のために、本ディスカッション・ドラフトは、第5条（4）（d）
における購入活動への言及を削除する選択肢Gを提案してい
ます。

もう一つの代替案として、本ディスカッション・ドラフトは、第5条
（4）の（d）号を全面的に削除する選択肢Hを提案しています。
この点に関して、本ディスカッション・ドラフトは、（d）号には情報
収集の除外が含まれており、企業がこの除外範囲を、企業自身
のための情報収集に焦点を当てるという本来の趣旨を超えて
拡大しようとする可能性について懸念があると述べています。

関連会社間の企業活動の細分化

OECDコメンタリーのパラグラフ27.1は、統一したまとまりの
ある事業をいくつかの小さな営業活動へと細分化して、各部分
が準備的活動又は補助的活動に従事しているにすぎないと主
張することはできないことを明確にしています。本ディスカッシ
ョン・ドラフトは、細分化禁止規則は同一の企業によって異なる
場所で実施される活動だけでなく、関連企業によって異なる場
所又は同一の場所で実施される補完的な活動も考慮に入れる
べきとの見解を表明しています。そして、この領域に関して2つ
の選択肢を提案しています。選択肢Iは、補完的な事業活動が
関連企業によって同一の場所で実施される、又は同一の企業
もしくは関連企業によって異なる場所で実施される場合に第5
条（4）の適用を制限します。この選択肢Iのルールが適用され
るためには、関連企業のグループがある国において、PE閾値を 
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満たす、事業を行う一定の場所を一つ以上持っていることが条
件となります。もう一つの代替案として、本ディスカッション・ドラ
フトは、選択肢Jを提案しています。この場合、ある国において
事業を行う場所が複数あり、そのいずれもPEを構成していな
い場合でも、同一の場所又は異なる場所における活動の組み
合わせが準備的又は補助的なものを超える限り、PEが生じる
可能性があります。

契約の分割
本ディスカッション・ドラフトは、企業がPE認定を回避するため
に契約を分割する状況をめぐり、OECDモデル租税条約第5条
のコメンタリーが指摘した懸念を改めて取り上げています。た
とえば、第5条（3）の文脈では、契約をいくつかの部分に分割し
て、それぞれの継続期間を12カ月未満とし、それぞれを異なる
関連会社に帰属させることも可能です。本ディスカッション・ドラ
フトは、第5条のコメンタリーにおいて説明されているサービス
PE規定の適用に関しても、同様の懸念を指摘しています。

本ディスカッション・ドラフトは、OECDモデル租税条約第5条 
（3）によって課せられる制限を回避することを目的とした契約
の分割に関連するBEPS上の懸念に対処するために、2つの選
択肢を提案しています。最初の選択肢Kは、一部のケースにお
いて、12カ月というハードルに達しているかどうかを判断する
ために、同一の建築現場又は建設・据付プロジェクトで、関連企
業が費やした時間を累計することを要求しています。もう一つ
の選択肢として、本ディスカッション・ドラフトは、行動6に関する
作業の成果として提案された一般的濫用防止規定（すなわち、
「主要目的テスト」）を含めることによって、契約の分割をめぐ
る懸念に対処する選択肢Lを提案しています。本ディスカッショ
ン・ドラフトは、一般的濫用防止規定に依拠することで、税務上
の動機から契約の分割が行われているケースに対処すること
ができ、それにより、同一プロジェクトへの関連企業の関与に正
当な事業目的が存在する状況を除外できると述べています。

保険
本ディスカッション・ドラフトは、保険会社は国内に恒久的施設を
持たなくても、その国で大規模な事業を行うことができるとい
う、OECDモデル租税条約第5条のコメンタリーで指摘されて
いる懸念に言及しています。このコメンタリーではさらに、一部
の国はこれらの懸念に対処する規定を条約に含めているもの
の、そのような規定を含めるという決定は、国の事実状況と法
的状況に左右されるものであり、したがってOECDモデルにそ
のような規定を含めることは望ましくないとみなされると指摘
されています。

本ディスカッション・ドラフトはまた、保険会社に関する国連モデ
ル条約第5条のコメンタリーにも言及しています。このコメンタ
リーは、保険事業の性質上、保険会社はある国において、契約
を締結する権限を持たない従属代理人を通じて、又は独立代
理人を通じて事業を行うことができると述べています。国連モ
デル条約のコメンタリーはまた、代理人が「独立」しているか否
かの決定や、保険が同一国内の複数の独立代理人によって取
り扱われている場合の総取扱高の決定に伴う困難など、他の問
題点についても論じています。

さらに、本ディスカッション・ドラフトは、一部の現行の二国間条
約に保険固有のPE規定が含まれている例がいくつかあること
に言及しています。

本ディスカッション・ドラフトには、保険に関するPE認定のハード
ルを修正する2つの選択肢が含まれています。選択肢Mは、国
連モデル条約第5条（6）の規定と類似しており、再保険の場合
を除いて、独立した立場にある代理人以外の者を通じた保険料
の徴収及びリスクの付保は、たとえ保険契約がその者によって
締結されていなくてもPEを生じさせると定めることによって、
第5条（5）における代理人PE規則の適用範囲を拡大していま
す。選択肢Nは、上記の第5条（5）及び（6）に関して提案されて
いる全体的な変更（すなわち、選択肢AからD）を通じて、保険に
関連する問題点を取り扱っています。

本ディスカッション・ドラフトは、リスクに対応する利益にどこで
課税すべきかを決定するのは難しいことを認めています。そし
て、PE認定基準を変更しても、国内で一切の機能を遂行してい
ない関連企業に保険料又は再保険料を支払うことでリスクを
移転しているケースには対処できないとの見解を示していま
す。かかる問題点については、関連会社に支払われた保険料又
は再保険料の損金算入可能性に対処することを含め、移転価
格税制又はその他の特別措置を利用してリスクを移転してい
る現地企業の利益を調整した方が、より適切に対処されると述
べています。本ディスカッション・ドラフトは特に、「再保険が恒久
的施設認定の回避に関して固有の懸念を生じさせるかどうかと
いう問題」についてコメントを求めています。

PEへの利益帰属と移転価格
本ディスカッション・ドラフトは、PEルールをめぐるBEPS上の懸
念について、行動7に関する作業と行動4（利子損金算入や他
の金融取引の支払を通じた税源浸食の制限）、行動8（無形資
産に係る移転価格）及び行動9（リスクと資本に係る移転価格）
に関する作業の連携なしには、適切に対処することはできない
と述べています。また、PEの定義にどの変更を加えるべきかを
判断するにあたり、利益の帰属の問題を主要な検討事項としな
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ければならないことを改めて強調しています。しかし、本ディス 
カッション・ドラフトは、OECDが、このドラフトの提案する選択肢
が採用された場合に、PEへの利益帰属に関する現行の規則及
びガイダンスに加える必要のある重要な変更点をまだ洗い出
していないと述べています。さらに、BEPS行動計画の他の部
分、特に行動9（リスクと資本に係る移転価格）に関する作業に
おいて、利益の帰属に関する現行の規則及びガイダンスの一
部の側面が見直される可能性があると指摘しています。

おわりに
本ディスカッション・ドラフトは、OECD BEPSプロジェクトの行動 
7に基づき作成される成果物の最初のドラフトです。本ディスカ
ッション・ドラフトは、コミッショネア・アレンジメントに対処する選
択肢、準備的活動又は補助的活動に関する除外規定を変更す
る選択肢、保険に関するPE認定に対処する選択肢を複数提案

しています。これらの選択肢が採用された場合、OECDモデル
租税条約第5条に基づく現行のPEの定義が大きく変更される
ことになり、その結果、現在は課税対象となる存在を持たない
企業にも、課税対象となる存在が生じる可能性があります。た
とえば、これらの代替的な選択肢に基づき、サプライチェーン、
流通機能、保険取引に対する課税が影響を受けるかもしれませ
ん。OECDはまた、移転価格に関する行動項目を通じてPEへの
利益帰属に対処する見込みであり、これらの行動項目に関する
ディスカッション・ドラフトが2014年12月半ばに公表されると見
られています。

企業は、提案されている選択肢が自社にどのように影響するか
を評価し、OECDの動向と自社が事業を行っている国又は投資
している国の動向を把握するとともに、BEPSプロジェクトとそ
の背景にある国際的な税政策上の問題に関する対話に参加す
ることを検討する必要があります。


